
甲賀市再生可能エネルギー地域導入促進事業補助金交付要綱 

平成２４年７月３１日 

告示第４９号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、二酸化炭素その他の温室効果ガスの排出抑制及びエネルギー

の自給率向上を目的に、再生可能エネルギーの地域導入を促進するため、市民や

市内の事業者に対し、予算の範囲内において甲賀市再生可能エネルギー地域導入

促進事業補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付につ

いては、甲賀市補助金等交付規則（平成１６年甲賀市規則第３４号）、甲賀市行

政サービス制限条例（平成２２年甲賀市条例第１８号）及び甲賀市行政サービス

制限条例施行規則（平成２２年甲賀市規則第１６号）に規定するもののほか、こ

の告示に定めるところによる。 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付の対象となる者は、次に掲げる条件をすべて満たすものとす

る。 

（１） 市内に居住する者で組織する団体又は市内に事業所を有する法人であっ

て、営利を目的としないものとする。 

（２） 市税（市民税、固定資産税及び軽自動車税）の滞納がない者 

（３） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に

該当しないこと。 

（４） この事業の期間内に、市から競争入札への指名停止を受けていないこと。 

（５） 宗教活動又は政治活動を主たる目的とした団体でないこと。 

（６） 特定の公職者（候補者を含む）又は政党を推薦、支持、又は反対するこ

とを目的とした団体でないこと。 

（７） 甲賀市暴力団排除条例（平成２３年甲賀市条例第３６号）第２条の規定

による暴力団又は暴力団員若しくは暴力団員と密接な関係を有する者でないこ

と。 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、再

生可能な地域エネルギーの利用について、地域等における導入促進のための研修



又は学習会の開催事業とする。 

（補助対象経費及び補助金の額） 

第４条 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び補助金の

額は、別表のとおりとする。 

２ 補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものと

する。 

（補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は、補助金交付申請書（様式第１号）に

次に掲げる書類を添えて、事業に着手する３０日前までに市長に提出しなければ

ならない。 

（１） 事業計画書（様式第２―１号） 

（２） 収支予算書（様式第２―２号） 

（３） その他市長が必要と認める書類 

（交付決定） 

第６条 市長は、前条の規定による補助金交付申請書の提出があったときは、その

内容を審査のうえ、適正と認めるものについて、申請者に対して交付決定の通知

を行うものとする。 

（事業計画の変更等） 

第７条 前条の規定による通知を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、事

業計画について次の各号に掲げる内容を変更しようとする場合は、あらかじめ補

助金変更交付申請書（様式第３号）に第５条各号に掲げる書類のうち、当該変更

内容に関係するものを添えて市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

（１） 補助金の額の変更を伴う事業費の変更 

（２） その他計画内容の大幅な変更 

（実績報告） 

第８条 補助事業者は、事業が完了したときは、事業を完了した日から起算して３

０日以内又は補助金の交付の決定があった年度の３月３１日のいずれか早い期日

までに、補助金実績報告書（様式第４―１号）に次に掲げる書類を添えて市長に

提出しなければならない。 

（１） 収支決算書（様式第４―２号） 



（２） 補助対象経費に係る領収書の写し 

（３） 事業内容が確認できる写真 

（４） その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第９条 市長は、前条の規定により実績報告があったときは、当該実績報告書等の

審査及び必要に応じて行う現地調査等に基づき適当であると認めたときは、補助

金の額を確定し、補助事業者に対して通知を行うものとする。 

（補助金の請求及び交付） 

第１０条 前条に規定する補助金の額の確定の通知を受けた補助事業者は、補助金

交付請求書（様式第５号）により、市長に補助金を請求するものとする。 

２ 市長は、前項の請求があったときには、補助金を交付しなければならない。 

（交付決定の取消し） 

第１１条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の

交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１） 補助対象事業の内容がこの要綱の規定を満たさない事実が明らかになっ

たとき。 

（２） 補助対象事業について、虚偽、不正その他不適切な行為があったとき。 

（３） 前２号に掲げる場合のほか、交付決定後に生じた事情の変更等により、

補助対象事業の全部又は一部を実施する必要がなくなったと市長が認めたとき。 

（補助金の返還） 

第１２条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、

当該取消しに係る部分に関して、既に補助金が交付されている場合は、期限を定

めて当該補助金の返還を命じるものとする。 

（補助金の経理等） 

第１３条 補助金の交付を受けた補助事業者は、補助金の収入及び支出を記載した

帳簿を備え、経理の状況を明確にしておかなければならない。 

２ 補助事業者は、前項の帳簿及び証拠書類を当該補助事業の完了後５年間保存し

なければならない。 

（事業効果の把握） 

第１４条 市長は、補助事業者に対し、必要に応じて対象事業にかかる情報提供及



び情報利用承諾等の協力を求めることができる。 

（その他） 

第１５条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

付 則 

この告示は、平成２４年８月１日から施行する。 

付 則 

この告示は、平成２６年４月１日から施行する。 

付 則 

この告示は、平成２７年４月１日から施行する。 



別表（第４条関係） 

補助対象経費 補助額 

講師等の謝金、旅費、消耗品費、印刷製

本費、通信運搬費、使用料・賃借料、委

託料（簡易な調査、計画策定等）、その

他事業に必要な経費のうち市が認めた経

費の合計額。ただし、食料費及び保険料

は含まない。 

補助対象経費の合計額以内で、１５万円

を限度とする。 



様式第１号（第５条関係） 

 

再生可能エネルギー地域導入促進事業補助金交付申請書 

 

   年  月  日 

 

 甲賀市長 あて  

 

申請者 

住   所 

団 体 名 

代表者氏名              ㊞ 

電 話 番 号 

 

 別紙事業計画書による事業を実施するため、甲賀市再生可能エネルギー地域導入

促進事業補助金の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。 

 

記  

 

 

１ 申 請 金 額    金             円也  

 

２ 事 業 名 等  

 

３ 事業計画の内容  

   別紙 「事業計画書」（様式第２－１号）のとおり  

 



様式第２－１号（第５条関係） 

 

再生可能エネルギー地域導入促進事業補助金事業計画書  

 

１ 事 業 実 施 年 度            年度  

 

２ 事 業 名 等  

 

３ 補 助 金 申 請 額      金            円也 

 

４ 事 業 の 目 的（申請事業によって何を目指すか記載）  

 

５ 事業の着手予定及び完了予定年月日  

  着手（予定）   年  月  日  

完了（予定）   年  月  日  

 

６ 計 画 の 概 要 

 （１）事業の実施方法（実施方法、時期、場所、参加人員等）  

 

 （２）事業の効果（申請事業によって何が期待されるか記載）  

 

 （３）事業の実施スケジュールの詳細（行程表等） 

 

 （４）その他参考事項（参考資料の添付可） 

 



様式第２－２号（第５条関係） 

 

再生可能エネルギー地域導入促進事業補助金収支予算書 

 

収入 （単位：円） 

区分 予算額 摘要（算出根拠等） 

自 己 資 金   

借 入 金   

市 補 助 金   

他 の 補 助 金   

そ の 他   

計   

 

 

支出 （単位：円） 

区分 予算額 補助対象経費の額 摘要（算出根拠等） 

    

    

    

    

    

計    



様式第３号（第７条関係） 

 

 

再生可能エネルギー地域導入促進事業補助金変更交付（廃止・中止）申請書  

 

  年  月  日  

 甲賀市長 あて  

 

申請者 

住   所 

団 体 名 

代表者氏名              ㊞ 

電 話 番 号 

 

     年  月  日付け  第  号にて、甲賀市再生可能エネルギー地域

導入補助金の交付決定の通知があった再生可能エネルギー地域導入促進事業補助金

について、下記のとおり計画を変更（廃止・中止）したいので、甲賀市再生可能エ

ネルギー地域導入補助金交付要綱第７条の規定により申請します。  

 

記  

１ 計画変更の理由  

 

２ 計画変更の内容  

区 分  当 初 計 画  変 更 計 画  
   

 

３ その他参考事項  



様式第４－１号（第８条関係） 

 

再生可能エネルギー地域導入促進事業補助金実績報告書 

 

    年  月  日  

 甲賀市長 あて 

申請者 

住   所 

団 体 名 

代表者氏名              ㊞ 

電 話 番 号 

 

     年  月  日付け  第  号にて、甲賀市再生可能エネルギー地域

導入促進事業補助金の交付決定のあった事業について、下記のとおり完了したので

関係書類を添えて報告します。  

 

記  

 

１ 事 業 実 施 年 度         年度  

 

２ 事 業 名 等  

 

３ 事業の着手及び完了年月日  

    着 手       年   月   日 

    完 了       年   月   日 

 

４ 事業の効果  

 

５ その他参考資料（別添）  

 



様式第４－２号（第８条関係） 

 

再生可能エネルギー地域導入促進事業補助金収支決算書 

 

収入 （単位：円） 

区分 決算額 摘要（算出根拠等） 

自 己 資 金   

借 入 金   

市 補 助 金   

他 の 補 助 金   

そ の 他   

計   

 

 

支出 （単位：円） 

区分 決算額 補助対象経費の額 摘要（算出根拠等） 

    

    

    

    

    

計    



様式第５号（第１０条関係）  

 

再生可能エネルギー地域導入促進事業補助金交付請求書 

 

    年  月  日  

 甲賀市長 あて 

申請者 

住   所 

団 体 名 

代表者氏名              ㊞ 

電 話 番 号 

 

   年  月  日付け  第   号で額の確定の通知があった、甲賀市

再生可能エネルギー地域導入促進事業補助金を下記のとおり交付されるよう請求し

ます。  

 

記  

１ 補助金請求金額  

            金             円也  

２ 振込先  

金 融 機 関 名 預金の
種別  口 座 番 号 

フ リ ガ ナ 
口 座 名 義 人 

 

銀 行  
信用金庫  
信用組合  
農 協  

普通  

 

当座  

  

 

 
本 店  
支 店  

 


